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表１－３ サポート資料の項目、活用場面

項 目 活用の場面

計画 カリキュラムや日程等の作成 （掲載あり）

認定 認定基準の知識、留意事項 （掲載あり）

導入 オリエンテーション、クラス運営 主に作成

実施、支援 訓練の実施
受講者の支援

主に作成

評価 受講者の評価
サービス内容の評価

（未掲載）

改善 改善のための取り組み （未掲載）

・参考 ・通達、事務連絡一覧
・カリキュラムシート
参考となる関連資料があります。

資料添付あり

・付属 ・職員研修の補足的資料
演習に用いた関連資料があります。

資料添付あり
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第１節 ヒアリング調査等（平成２３年度）

１－１ 各都道府県での説明会等

雇用支援機構の職業訓練支援センターでは、制度説明会のほかに、認定後の

職業訓練を円滑に運営するために民間教育訓練機関の担当者を対象とした説明

会を行なっている。労働局と共同開催で行われることが多く、労働局からは奨

励金、ハローワークや受講者の欠席などの手続きについて、雇用支援機構から

は認定後の手続きや職業訓練運営上の留意事項などを説明している。

また、地域訓練協議会は、中央訓練協議会によって示された全国の計画数を

もとに各都道府県労働局が主催となり、地域職業訓練実施計画の意思決定の場

である。

１－２ ヒアリング調査の概要

ヒアリング調査は、認定窓口となる雇用支援機構の職業訓練支援センターの担

当課長・担当係長、そして、認定コースを実施している事業主教育訓練機関を訪

問し責任者・就職支援責任者を中心に求職者支援訓練の現況と課題などについて

ヒアリング調査を行った。

※下記ヒアリング内容の詳細は「調査研究資料 １３２、１３４」を参照

（１）雇用支援機構職業訓練支援センター

ａ 山梨職業訓練支援センター（平成２３年１２月）

ｂ 福岡職業訓練支援センター（平成２４年２月）

ｃ 長崎職業訓練支援センター（平成２４年２月）

（２）民間教育訓練機関

ａ 山梨県株式会社（平成２３年１２月）

ｂ 山梨県有限会社（平成２３年１２月）

ｃ 福岡県株式会社（平成２４年２月）

ｄ 長崎県株式会社（平成２４年２月）
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第２節 ヒアリング調査（平成２４年度）

２－１ 職業訓練支援センターへのヒアリング調査概要

（１）東京職業訓練支援センター（平成２４年６月）

（２）奈良職業訓練支援センター（平成２４年６月）

（３）山口職業訓練支援センター（平成２４年６月）

（４）岩手職業訓練支援センター（平成２４年１１月）

（５）青森職業訓練支援センター（平成２４年１１月）

（６）高知職業訓練支援センター（平成２５年２月）

（７）北海道職業訓練支援センター（平成２５年２月）

２－２ 民間教育訓練機関へのヒアリング調査概要

（１）奈良県実施機関（株式会社、実践コース：デザイン分野）

（２）山口県実施機関（有限会社、基礎コース、実践コース：ＩＴ分野）

（３）岩手県実施機関（株式会社、実践コース：介護分野、医療事務分野）

（４）青森県実施機関（株式会社、実践コース：介護分野）

（５）徳島県実施機関（株式会社、実践コース：ＩＴ分野）

（６）高知県実施機関（株式会社、実践コース：介護分野）

（７）北海道実施機関（株式会社、実践コース：理美容分野）

第３節 ヒアリング調査結果（傾向）

職業訓練支援センターへのヒアリング調査で明らかとなった傾向として、Ｈ２３年度、

Ｈ２４年度とも申請機関の減少が見られる。また、申請コースも基礎コースの申請が多く、

かつ受講生も基礎コースに集まる傾向にあり、基礎と実践の両コースとも受講生が充足せ

ず中止に追い込まれるケースが報告されている。民間教育訓練機関からの相談では、キャ

リア・コンサルティングに関して、方法がわからない、質の向上方法などが挙げられてい

る。

民間教育訓練機関へのヒアリング調査で明らかになった傾向としては、大きなものとし

て２点上げられる。ひとつは、実施機関の多くは、定員充足率が５０％以下の中で実施し

ており、ハローワークからの受講申し込み・支援指示が少ないことなどを問題視している。

もうひとつは、受講者の多くが社会人スキルに乏しかったり、精神的に落ち込んでいたり、

生活に困窮している者が多く、キャリア・コンサルティングや就職支援を通じて社会性を

回復することの重要性を唱えている。
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